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令和８年度委託研究事務処理説明書 補完版（以下、本補完版という）について 

 

●創発的研究支援事業 委託研究契約にかかる書類 

以下に掲載しております。報告書等の作成等に当たっては、必ず下記ＵＲＬからダウンロードの上、

所定の電子ファイルをご使用ください。 

❍創発的研究支援事業 委託研究契約にかかる書類 

https://www.jst.go.jp/contract/index2.html 

  

https://www.jst.go.jp/contract/index2.html
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A. 事務処理説明書 共通版との違い 
 

 

 

 

 

 

  

ここでは、「委託研究事務処理説明書 共通版」に 
かかわる内容で事業固有の取扱いを掲載します 
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委託研究事務処理説明書の見方 

 

●委託研究事務処理説明書は、経理契約等共通の事項を「共通版」に記載し、共通版との取扱いの違

いや事業固有のルールがある場合は、それらを「補完版」に記載しています。 

●本説明書対象事業のうち補完版がある事業は、共通版と補完版を合わせて「事務処理説明書」とし

ます。 

●補完版と共通版の間で差異が生じる場合は、補完版の定めが優先されます。 

 

 

❍事務処理説明書 共通版 大学等 

https://www.jst.go.jp/contract/sohatsu/2026/sohatsua.html 

❍事務処理説明書 共通版 企業等 

https://www.jst.go.jp/contract/sohatsu/2026/sohatsuc.html 

 

  

https://www.jst.go.jp/contract/sohatsu/2026/sohatsua.html
https://www.jst.go.jp/contract/sohatsu/2026/sohatsuc.html
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Ⅰ．「事務処理説明書 共通版」との違い 

 

用語の解説 

 

共通版の記載内容 大学等： ４ページ 企業等： ４ページ 

研究領域 本事業では、研究領域を設定しません。 

研究課題 個人型研究であるため、研究題目と同義になります。 

研究代表者 個人型研究であるため、研究担当者と同義になります。 

 

創発的研究支援事業について 

事業名 研究タイプ 

創発的研究支援事業 
創発的研究支援 

研究環境整備支援 

本資料は、研究タイプ：創発的研究支援の事務処理説明書（補完版）です。 

 

直接経費の執行 

（１） 基金終了後の物品の取扱について 

共通版の記載内容 大学等： ― 企業等： ２７ページ 

企業等 

Ⅱ．経理・契約事務について 

６．直接経費の執行 

（４） 物品等の取扱いについて 

    ② 物品の管理 

f．研究期間終了後の物品の取扱について 

・研究期間終了後、取得物品および提供物品のうちＪＳＴ帰属の有形固定資産につ

いては、引き続き本研究の応用等の目的に使用されることを前提に、原則として

一定の貸借期間（有償）を経て、耐用年数経過後に買い取りいただくこととしてお

ります。ただし、耐用年数経過前（研究期間終了時等）であっても、引き続き、本

研究の応用等の目的に使用されることを前提として買い取ることが可能です。 

 

 

委託研究契約書において「企業等」と認められた研究機関は、取得物品および提供物品のうちＪＳ

Ｔ帰属の有形固定資産（以下「取得物品等」という。）について、基金終了後に発生する収入を速やか

に国へ返納する必要があることから、本研究の応用等の目的に使用されることを前提に、基金終了時

には、当該取得物品等の耐用年数経過前であっても遅滞なくＪＳＴから買い取りいただくこととしま

す。（ＪＳＴが使用又は処分等を必要とする場合を除きます。） 

共通版と異なり上書きとなる事項 
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そのため、取得物品等の取得にあたり、基金終了時の有償買い取りを含めた当該取得物品等の取扱

いを研究の早い段階で計画した上で取得していただきますようお願いします。 

なお、以下に、耐用年数経過前に買い取りいただくこととなった場合の譲渡価格（買い取り価格）

を例示します。詳細については、JST 課題担当者にお問い合わせください。 

 

【譲渡価格の例示】 

取得価額：３００万円（耐用年数４年、基金終了時、１年６カ月経過） 

譲渡価格：約１３２万円（消費税別）。仮に耐用年数が満了した場合であっても、譲渡価格（＝残

存価格）は、取得価額の５％～１０％程度（１円ではありません）となります。 
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（２） 研究代表者（PI）人件費の計上 

共通版の記載内容 大学等： ３５ページ 企業等： ― 

大学等 

Ⅱ．経理・契約事務について 

６．直接経費の執行 

（７）  「人件費・謝金」に関する留意事項 

④ 研究代表者（PI）の人件費の支出 

  b．支出額 

 

 

本事業においては、研究課題の実施に支障のないよう、原則年間７０万円を上限額としてＰＩ

が設定します。ただし、ＰＩの年間給与額に、年間を通じて研究活動に従事するエフォート（研

究者の全仕事時間１００％に対する当該研究の実施に必要とする時間の配分割合）を乗じた額を

越えて支出することはできません。 

また、後述の代行経費（バイアウト経費）との支出合計額は、本事業に従事したエフォートの

範囲内で、上限を２１０万円とします。 

 

d．JST への報告について 

PI 人件費の支出について、以下のとおり JST への報告及び経理書類への記載を御願いします。 

i. 【経理様式１】委託研究実績報告書（兼収支報告書）：PI 人件費の制度利用有無をチェッ

クすること。 

ii. 【経理様式２】収支簿：PI 人件費に係る行の摘要欄及び備考欄に、PI 人件費である旨を

記載すること。 

iii. ＪＳＴが指定する研究計画書に対象者及び支出予定額を明記すること。 

iv.  ＪＳＴが指定する年次報告書に支出対象者及び支出済額、契約・経理担当者の氏名を

明記し、記載内容について確認した旨を報告すること。 

 

  

共通版に追加される事項 
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（３） 若手研究者の専従緩和 

共通版の記載内容 大学等： ３７ページ 企業等： ― 

大学等 

Ⅱ．経理・契約事務について 

６．直接経費の執行 

（７） 「人件費・謝金」に関する留意事項 

  ⑤若手研究者の自発的な研究活動等について 

ａ．対象者 

   ⅱ．４０歳未満の者 

 

 

本事業においては、活動等を開始する年度の 4 月 1 日時点で 40 歳未満の者を対象とします。 

ただし、複数年事業への採択などにより1つの活動等が年度をまたがる場合、活動等の実施期間

中に40歳になる場合であっても、「自発的な研究活動等の実施期間」、または、「雇用されている

プロジェクトの実施期間」のうち、先に終了する方の期間中は、本制度の利用を可能とします。 

  

共通版に追加される事項 
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（４） リサーチアシスタント（RA）追加経費支援について 

共通版の記載内容 大学等： ３8 ページ 企業等： ― 

大学等 

Ⅱ．経理・契約事務について 

６．直接経費の執行 

（７） 「人件費・謝金」に関する留意事項 

⑤ 若手研究者の自発的な研究活動等について 

本段落に続き、「⑥ 学生（博士／修士課程）への RA 追加経費支援について」を追加します。 

 

⑥ 学生（博士／修士課程）への RA 追加経費支援について 

創発的研究支援事業では、学生（博士／修士課程）を RA として雇用するために必要な経費

（以下、RA 追加経費）を、一定の要件下で追加的に支援します。創発研究者の所属機関、ま

た支援対象学生の課程により制度が 2 つ（委託型・大学助成型）に分かれています。 

委託型・大学助成型の両方について、RA 追加経費支援制度の趣旨や利用方法等の詳細が以下

のリンクにありますので、制度のご利用にあたっては必ずご確認ください。閲覧に必要なパス

ワードについては研究代表者または souhatsu-inquiry (at)* jst.go.jp にお問い合わせくださ

い。（*(at) を＠に置き換えてご利用ください。） 

https://app.box.com/s/c09lyu1sq0nix84wy9sy2xalug432p8b 

RA 追加経費（委託型）は、研究代表者が申請し、JST が承認した場合に支給いたします。

申請は原則研究計画の期首更新の時期に行ってください。所属機関の契約・経理担当者は、研

究代表者から提出される「RA 追加経費支援申請書」および「年次報告書」における RA 追加

経費に関する記載内容を確認する必要があります。 

 

※大学とは、学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）第 1 条に規定する大学をいいます。 

※委託型は、委託研究費に含まれます。大学助成型は、委託研究費外（助成）となりますので

当該助成の定めに従ってください。詳細は上記のリンクをご参照ください。 

※企業等については委託研究事務処理説明書共通版に記載のとおりです。 

共通版に追加される事項 

https://app.box.com/s/c09lyu1sq0nix84wy9sy2xalug432p8b
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（５） 研究以外の業務の代行経費の計上（バイアウト制度の導入） 

共通版の記載内容 大学等： ４１ページ 企業等： ― 

大学等 

Ⅱ．経理・契約事務について 

６．直接経費の執行 

（８） 「その他」の計上 

    ⑦ 研究以外の業務の代行に係る経費の支出について（バイアウト制度） 

  b．支出可能な経費 

 

 

本事業においては、原則年間１４０万円を上限額としてＰＩが設定します。 

なお、前述のＰＩ人件費との支出合計額は、本事業に従事したエフォートの範囲内で、上限を

２１０万円とします。 

 

d．JST への報告について 

代行経費の支出について、以下のとおり JST への報告を御願いします。 

i. 【経理様式１】委託研究実績報告書（兼収支報告書）：代行経費制度利用の有無をチェッ

クすること。 

ii. 【経理様式２】収支簿：代行経費に係る行の摘要欄及び備考欄に、代行経費の支出であ

る旨を記載すること。 

iii. ＪＳＴが指定する研究計画書に支出予定額を明記すること。 

iv. ＪＳＴが指定する年次報告書に支出済額、契約・経理担当者の氏名を明記し、記載内容

について確認した旨を報告すること。 

 

 

共通版に追加される事項 


